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Ⅰ 証券保管振替業の現状について

 
 

参加者及び口座開設の状況 
 

 

                                       （19 年 4月末） 

 参 加 者 数 口 座 数        

証券会社 224  259  

銀行等（注１） 37  181  

生命保険・損害保険 7  9  

証券金融会社 3  4  

証券取引所等（注２） 16  34  

合  計 287  487  

 
（注１）銀行等には、農林中央金庫、東京証券信用組合及び(社)東京銀行協会を含む。 
（注２）証券取引所等には、日本証券業協会、日本証券決済㈱、㈱日本証券クリアリング機構、 

㈱ほふりクリアリング、証券代行会社（3 社）及び短資会社（3 社）を含む。 
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（百万株）

株券の保管残高等の状況
（％）

　　　　　（注）平成７年度から不所持化開始。
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預託率（％）＝保管残高／発行済株式数×100
なお、平成19年4月末の預託率は、暫定数値
　　　　　（平成18年度末の発行済株式数により算出）

(実質預託率)（％）＝保管残高／(発行済株式数-制度外不所持株数)×100
なお、制度外不所持株数は、ＴＡアンケートによる。
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＜参考＞ 株券の口座振替株数（平成３年度～平成17年度）

株券の口座振替の状況
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非預託

預託

非預託

預託
非預託

預託

非預託

預託

（単位：百万株）

364,310
百万株

（Ｈ1８.３末）

※「保管振替制度の利用状況に関する調査結果」より作成（基準日：平成１８年３月末）
※データは、取扱銘柄の最終決算期末ごとの数値を集計したものである。

a.金融機関
所有株式数   113,651（32.1％）
うち預託分　　104,819
　　非預託分　　　　8,832
預託率　92.2％

b.証券会社
所有株式数   5,945（1.6％）
うち預託分　　5,713
　　　非預託分　　232
預託率　96.1％

c.事業法人等
所有株式数   71,659（19.7％）
うち預託分　　28,848
　　　非預託分　42,811
預託率　40.3％

f.政府・地方公共団体
所有株式数   450（0.1％）
うち預託分　　　  5
　　非預託分　445
預託率　1.1％

e.個人・その他
所有株式数 101,189（27.8％）
うち預託分　　74,255
　　非預託分　26,934
預託率　73.4％

d.外国人（非居住者）
所有株式数   71,414（19.6％）
うち預託分　　64,781
　　非預託分　　6,633
預託率　90.7％

a

c
b

d

e

f

株券保管状況と所有者別内訳

全体　所有株式数   　364,310
　　　　　　うち預託分　　　278,424
　　　　　　　　非預託分　　　85,886

　　　　預託率 76.4％
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○調査対象株券
　３月末現在での内国公開会社（全国６証券取引所の上場会社）が発行する株券

○調査対象参加者
　３月末現在の参加者である証券会社及び外国証券会社

○回答状況

平成18年3月 133 （▲2） 213 (9) 122,033 (9,752)
平成17年3月 135 204 112,281
※平成１８年３月末現在の参加者である証券会社及び外国証券会社の預託残高１２４,５９９百万株

※平成１７年３月末現在の参加者である証券会社及び外国証券会社の預託残高１１５,６５０百万株

○アンケートの集計結果
１．保護預り株券の保管状況 （単位：百万株）

(A/D) (B/D) (C) (C/D) (D)
平成18年3月 110,124 (8,761) 82.5% (4.6%) 4,574 (▲ 1,799) 3.4% (▲1.5%) 18,800 (▲ 3,658) 14.1% (▲3.2%) 133,498 (3,303)
平成17年3月 101,363 77.9% 6,373 4.9% 22,458 17.2% 130,195
※　発行済株式数　３,６３４億株のうち、約１,３３４億株（約３７％）が保護預り株券として証券会社及び外国証券会社に預託されている。（平成１８年３月末）

※　顧客属性別にみた保護預り株券の状況としては、個人　約90％、金融法人　約90％、事業法人　約65％、法人全体　約70％、非居住者　約97％の保護預り株券が機構に預託されている｡

２．受入代用有価証券となっている株券の保管状況 （単位：百万株）

(A/D) (B/D) (C) (C/D) (D)
平成18年3月 5,794 (617) 94.8% (4.9%) 280 (▲ 235) 4.6% (▲4.4%) 36 (▲ 26) 0.6% (▲0.5%) 6,111 (355)
平成17年3月 5,177 89.9% 515 8.9% 62 1.1% 5,756

３．自己の固有財産である株券の保管状況 （単位：百万株）

(A/D) (B/D) (C) (C/D) (D)
平成18年3月 6,115 (375) 91.9% (0.3%) 494 (32) 7.4% (0.0%) 44 (▲ 17) 0.7% (▲0.3%) 6,654 (390)
平成17年3月 5,740 91.6% 462 7.4% 61 1.0% 6,264

機構預託(A) その他(B)

機構預託(A) その他(B)

第三者保管

第三者保管 自己保管 合計

合計自己保管

第三者保管 自己保管 合計
機構預託(A) その他(B)

預託残高（百万株）調査対象会社数（社）

　　　保護預り株券等の保管状況に関するアンケート調査結果

回答社数 調査対象社数

（注１）表中の（　　　）は、昨年比。
（注２）各項目の数値は、百万株未満を切り捨てており、各項
目の合計と合計欄の数値が異なる｡
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新株予約権付社債券（ＣＢ）の保管残高及び取扱銘柄数 
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（注）新株予約権付社債券は、平成 13 年 11 月 26 日から取扱開始。 
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(1) (2) (3)

H3.10.  9 6 6 3 12 6 0.28
6.  4.  1

7.  4.  1

8.  1.  1 2 1
8.  4.  1 0.25
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10.  2.20

10.  4.  1 5 2.5 10 0.16
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13.  4.  1 0.09
13.  6.  1

13.10.  1 0.08
14.  1.25 0.25
14.  4.  1 0.07
15.  4.  1 3 1 0.5 0.25 0.125 4.5 2.25 9 0.06
16.  4.  1 （1）の

料率の
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（2）の
料率の
70％

（2）の
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2.5％

16.10.  1 0 0 0 0 0
17.  4.  1 1件につ

き、100円
0.05

18.  4.  1 1件につ

き、90円

（注1） 各手数料は、日々の預託・振替（株数基準〔旧体系〕：日々の株数、件数基準〔新体系〕：月間件数合計）・交付・保管株数に基づいて算出する。
（注2） 振替手数料については、平成17.4.1より、振替株数を基準とした料率体系（旧体系）から、振替件数を基準とした料率体系（新体系）に変更。平成17年度においては、新体系に係る徴収料率は、上表のとおり（ただし、

一般振替及び取引所取引決済振替に係る一定件数以下の部分等は、軽減料率（標準料率の2分の1）を適用。）とし、旧体系（一般振替の(1)は4.5円、同一参加者の区分口座間の振替の(2)は2.25円、取引所取引等は
9円）により算出される額と比較して増加又は減少する差額分を、2割加味し算出。

（注3） 平成18年度においては、新体系に係る徴収料率については、上表のとおり（ただし、一般振替及び取引所取引決済振替に係る一定件数以下の部分等は、軽減料率（標準料率の2分の1）を適用。）とし、旧体系（一般振
替の（１）は3.5円、同一参加者の区分口座間の振替の（２）は1.75円、取引所取引等は7円）により算出される額と比較して増加又は減少する差額分を、4割加味し算出。

1件につき、180円 1件につき、45円

株券に係る手数料及びその料率の変遷（１単元の株式の数が1,000株の場合、1,000株につき）
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証券保管振替機構バックアップセンタ（大阪）

証券保管振替機構システムセンタ（東京）

通信サーバ群

システム基盤

Internet Webサーバ

株券喪失情報等照会ｼｽﾃﾑ

Web

日銀ネット
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事務所サーバ・端末

発行会社/ＴＡシステム

基
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又は

専用線

internet
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・短期社債・一般債・投信
の残高管理
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の振替

・喪失株券登録
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CPU直結(専
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/フ
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照合CPU直結
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実質株主関係データなど

市場取引清算データ

金庫関係データなど

請求/問合せ

資金決済データなど

喪失株券データ

・CPU直結サーバ
・ファイル伝送サーバ
・事務所端末サーバ

・チャネル(ゲートウェイ)サーバ
・Webサーバ
・HUB
・情報サーバ
・日銀ゲートウェイサーバ

機構加入者
照合利用者

機構事務所

名義書換代理人

日本証券
クリアリング機構

日本銀行

名義書換代理人

データ交換用システム

・実質株主関係業務
・ファイル伝送業務

保管振替用システム

決済照合システム

・約定/決済照合
・一般振替指図作成

喪失株券データの照会

TAシステム

東京/大阪/名古屋
/福岡/札幌

証券保管振替機構 システム概念図（1９年１月現在）

短期社債振替システム
一般債振替システム
投信振替システム

 

- 8 - 



証券保管振替システム（概念図）〔1９年１月現在〕 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

参 加 者 

 

 

① 振替、交付請求等の入力 
② 口座残高等の問合せ 
③ 振替済通知等の問合せ 

 
 

 
   
① 大量の振替請求等の一括入力 
② 振替済通知等の出力 

 

機構のコンピュータセンタ 
 
 
 
 

 

発行会社(又はＴＡ) 

 

 

 

 

 

① 実質株主データ通知等の受信 

② 増減資等に伴う配分明細デー

タの送信 

  ＶＤ 
［口座振替用システム］ 

   ① 参加者口座の残高更新 
   ② 預託証券の保管残高更新 

発行会社システム 

 
 
 
 
(1) ファイル伝送 

① 振替、交付請求等の一括送信 

② 参加者別口座残高等の受信               

③ 実質株主関係データの送受信 

④ ＣＢ元利金関係データの送受信 

(2) ＣＰＵ直結(オンラインリアルタイム処理) 

① 振替請求等の送信 

② 振替済通知等の受信 

 

 

 

人手による受渡し 

(1) 証券の預託(提出) 

(2) 交付証券の受理 

CSV 
ファイル 

 

 
参加者システム 

統合 Web 端末 

［データ交換用システム］ 
   (ファイル伝送) 

① 振替、交付請求の受信 

② 参加者別口座残高等の送信 

③ 実質株主データの送受信 

④ 配分明細データの送受信 

⑤ ＣＢ元利金関係データの送受信 

［実質株主用システム］ 
   ① 実質株主通知の発行会社別編集 
   ② 配分明細通知の参加者別編集 

機   構   の   事   務   所 

事務所システム 

① 預託、交付請求等の入力 

 

① 各種情報の問合せ 

② 訂正データ等の入力 

ＯＣＲ

ＶＤ 
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一般振替ＤＶＰの現状について 

１．制度の概要  

一般振替ＤＶＰ制度は、証

券保管振替機構における一般

振替（株券等の振替のうち、

取引所取引の清算に伴う口座

振替以外の口座振替）を利用

した証券決済について、証券

の引渡しと資金の支払いを制

度的にリンクさせたＤＶＰ

（Delivery Versus Payment）の

仕組みを導入することによ

り、決済当事者が負担する決

済リスク（とりわけ「相手方

に証券を渡したのに、相手方

から資金が受け取れない」と

いう元本リスク）を削減する

仕組みです。 
一般振替ＤＶＰ制度では、

証券の受渡しを１件ごと（グ

ロス・ベース）に行う一方で、

資金の受払いは、１件ごとに

差引計算し、１４時の時点に

おける差引受払額（ネット・

ベース）で行います。このよ

うなスキームのＤＶＰ決済

を、「グロス＝ネット型ＤＶ

Ｐ」と呼びます。 
 

 

【一般振替ＤＶＰ概念図（例）】 

 

 

- 10 - 



２．一般振替ＤＶＰの運営主体 
 一般振替ＤＶＰ制度においては、証券取引清算機関（ＣＣＰ）である（株）

ほふりクリアリングが運営主体となって、決済当事者間の証券と資金の授受

に関する債務を引き受け、資金の授受の履行に際しては当事者との間でネッ

ティングを行うこととしており、併せて様々なリスク管理措置を講じること

により証券決済に係る元本リスクを削減し、資金決済の確実な履行を図って

います。 
 
【株式会社ほふりクリアリングの概要】 
 会  社  名   ： 株式会社ほふりクリアリング 
 英  文  商  号  ： JASDEC DVP Clearing Corporation 
 代  表  者   ： 代表取締役社長 竹内 克伸 
 資  本   金  ： ３１０百万円 
 株  主  構  成  ： 株式会社証券保管振替機構の全額出資 
 事  業  内  容  ： 有価証券債務引受業及び附帯・関連業務 
 ＤＶＰ決済取扱日： 平成１６年５月１７日 

３．一般振替ＤＶＰの利用状況 
（１）ＤＶＰ振替件数・数量 

全有価証券 株式  

件数 件数 数量 

一般振替（ＤＶＰ） 74,394 件 73,533 件 900 百万株

一般振替（非ＤＶＰ） 55,037 件 54,379 件 1,505 百万株

（２）ＤＶＰ振替金額 

 一般振替（ＤＶＰ） 

株式 1,335,296 百万円

（３）ＤＶＰ決済状況 

総支払額 1,370,198 百万円

総決済価額支払額 159,314 百万円

圧縮率 11.8％

※本統計の数値は、平成 16 年 5 月 17 日から平成 19 年 4 月 30 日までの 1 営業日平均。 
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決済照合システムについて 

 

１． 我が国特有の決済環境を前提とした STP の実現 

 機関投資家取引において、運用を行なう機関と運用財産の管理を行なう機関が別という形態は、我が国に限らず欧米等にお

いてもよく見うけられるものだが、特定金銭信託取引において信託銀行が運用内容の確定を行なう権限・義務を負っているとい

う点は我が国特有のものと言える。そのため、我が国特有の決済環境を前提とした STP の実現を目指し、本システムを開発し

た。 

２． 国際標準に準拠した日本標準の策定・採用 

 証券市場の国際化は急速に進展している。これまでは国内だけで通用する独自のメッセージ・フォーマットや各種コードを使っ

てシステムを構築するのが一般的であったが、これからは常に海外との接続を念頭に置いたシステム構築が必要となると思わ

れる。そのため、本システムを構築するに際してはこの点に留意し、メッセージ・フォーマットi、各種コードiiを採用することとし

た。 

３． 売買当日照合（T+0 マッチング） 

済という環境下においてスタートしたが、将来の T+1 決済の実現をにらみ売買当日に照合を

終

、

ムーズかつ正確に行うことができ、投資信託委

会社の算定した基準価額との照合がより早く正確に行なわれるようになる。 

 

 本システムは現行と同じ T+3 決

了させることを目標としている。 

T+0 マッチングの実現はまた、投資信託委託業務の利便性の向上にも寄与するものであると考えている。すなわちオープン

エンド型の投資信託は基準価額（追加・解約の基礎となる受益権の一口当たりの時価）を毎日算定・公表しなければならないが

その価額の算定は早くそして公正であることが求められる。本システムにおいては、売買約定当日に投資信託委託会社の作成

する運用指図データと証券会社が作成する売買報告データの照合をリアルタイムで行い照合一致したデータを受託銀行である

信託銀行に送信する。これにより、信託銀行側においても基準価額の算定をス

託
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４． 一般振替 DVP 等との連動 

は国債清算機関（JGBCC）との連動、さらに 2006 年１月には一般債及び短期社債の DVP システムとの連動

も実現している。 

５． 電子化・ペーパーレス化 

１日に施行された改

正内閣府令により、顧客の承諾を条件として本システムを通じた取引報告書の電子交付が可能となった。 

                                                 

 2004 年５月の一般振替 DVP 実施に伴い、本システムは DVP システムと連動し、本システムにおいて照合一致した決済指図

データは、自動的に DVP システムに送信され、別途追加の指図入力を行なうことなしに決済を完了させられるようになった。ま

た、2005 年５月に

 情報の電子化・ペーパーレス化は STP の実現のための大前提である。これに関連しては、2001 年 10 月

 

、

を採用することによって、例えばグローバル・カストディアンから日本のサブ・カストディアンに対し

また、ISO15022 は拡張性に富んだ構造をとっていることから、本システムの対象有価証券の拡大、取引形態の多様化等の拡張性を担保している。  

ものであるため、

世界共通の唯一のコード体系と言える。これを採用することはメッセージ・フォーマットとして前述の ISO15022 を採用するのと同様の効果があると考えている。  

とになるが、何らかの理由で BIC が取得できない場合には統一金融機関コード、証券会社等標準コード等を補

助的に用いることによりシステム上、識別することとしている。  

iメッセージ・フォーマット：ISO15022 

ISO15022 は、2002 年秋以降 S.W.I.F.T.（Society for Worldwide Interbank Financial Telecommunication）ネットワークにおいて標準的に使用されることとなったいわゆる新証券

メッセージを ISO（International Organization for Standardization）に登録したものであり、かつて世界各国の金融機関の間で広く使用されていた ISO7775 の後継であることから

世界の金融機関間の共通のメッセージ・フォーマットであると考えられる。これ

て送信された決済指図を容易に本システムに送信することが可能となった。 

ii証券コード：新証券コード（ISIN（International Securities Identification Number） 

新証券コード（ISIN）は国際証券コード体系（ISO6166）に準拠して証券コード協議会によって附番されている標準コードで、国内株式は全て JP+基本コード+チェックディジット

の12桁で構成されている（国内で公募により発行された債券等も同様である。）。ISINは各国の証券コード附番機関が国際証券コード体系に準拠して附番した

金融機関識別コード：BIC（Bank Identifier Codes） 

本システムにおいては、取引の相手方、決済の相手方等様々な関係者をコードによって識別する必要がある。BIC は先の ISO15022 と同様 S.W.I.F.T.ネットワークにおいて標

準的に使用されている金融機関識別コードの体系で、ISO9362 として登録されている。本システムを利用する際には、銀行、証券会社はもとより投資信託委託会社、投資顧問

会社等原則的には全ての利用者に BIC を取得していただくこ
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決済照合システムの利用状況

入力件数の推移(1日当り平均)

2,558

2,173

2,796

2,3212,392

2,060
2,173

2,023
2,065 2,053

1,811
1,774

1,775

1,880 1,863 1,893

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

17年度 18年度 19年度 18年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 19年1月 2月 3月 4月

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
非居住

国内

東証売買高
(1日平均)
(1部2部ﾏｻﾞｰｽﾞ合計)

（注）過去最高入力件数は483,514件（平成18年1月18日）

(件数) (百万株)

353,440

378,458

294,230

311,422

360,746

366,097

334,208

332,494

371,267

402,669

383,912

354,880

376,966

365,735

329,229

378,458
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株券喪失登録情報等照会システム（ＳＩＴＲＡＳ；シトラス）について 

 

 

  「株券喪失登録情報等照会システム（ＳＩＴＲＡＳ；シトラス）」は、名義書換代理人等より提供される株券喪失登録情報等を、機構

の有するデータベースに登録し、Ｗｅｂ環境等を使用して参加者等のユーザーに提供するものである。 

 
 

インターネット 

／専用線 

利用者 本システム（センタ） 名義書換代理人 

ＩＮＳ６４回線

 

喪失登録情報 

データベース 

喪失登録情報の照会 
・画面照会：リアルタイム 
・ﾌｧｲﾙ照会：オン中バッチ 

喪失登録情報の 
メンテナンス 

（登録／更新／削除）
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株券喪失登録情報等照会システム（ＳＩＴＲＡＳ）照会状況

56,48455,069

74,184

60,598

90,803

63,160

70,10371,836

64,517

78,225

53,727

71,589
69,040 67,817 66,473

63,160

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

17年度 18年度 19年度 18年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 19年1月 2月 3月 4月

照会状況(1日当り平均)(件数)

証券 銀行 その他

（注）過去最高照会件数は669,954件（平成16年12月24日)
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配当金支払
取扱銀行

配当金支払
取扱銀行

【特徴】
①損失補填制度の創設
②コーポレート・アクションの情報

 
の直接入手・参加者への提供
③手数料徴収基準の体系的整備

外国株券等の保管及び振替決済制度の概要

（決済）・・・口座振替

証券保管
振替機構

（決済）・・・口座振替

証券保管
振替機構

株式事務
取扱機関

株式事務
取扱機関

実質株主実質株主

発行会社（外国会社）＝常任代理人発行会社（外国会社）＝常任代理人

参加者参加者

配当金（日本円）

海外ＣＳＤ

 

/ カストディ銀行
（11か国11保管機関）

保振口座

 

･･･預託・保管・交付

配当金（外貨）

配当金

議決権行使

議決権行使

招集通知送付

実質株主データ

実質株主データ
（配当金支払

取扱銀行へ）

実質株主データ
（株式事務取扱

機関から）

実質株主
データ

配当金事務委任に関する

 
契約（三者契約）
・当機構
•発行会社（外国会社）
•配当金支払取扱銀行

株式事務委任に関する契

 
約（三者契約）
・当機構
•発行会社（外国会社）
•株式事務取扱機関

コーポレート・アクション

 
情報の機構への提供

配当金
・円貨による支払い

・各実質株主への直接送金
・当機構による国内課税の源泉徴収
・現地源泉に係る軽減税率適用可能

議決権行使
・株主総会通知は実質株主に

 
送付
・株主は書面で株式事務取扱

 
機関に行使を指示
・当機構は海外ＣＳＤ等に対し

 
行使を指示

議決権行使証
券
取
引
所

日
本
証
券

ク
リ
ア
リ
ン
グ
機
構

（売買） （清算）

実質株主実質株主

参加者参加者

一般振替

取
引
所
決
済

保管

振替指図 議決権行使

コーポレート・

 
アクション情報

 
の提供

配当金

（日本円）

-
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機構取扱外国株券等一覧
（平成19年5月31日現在）

No. コード 銘柄 設立地 現地保管機関 国内の上場取引所

1 1773 ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド マレーシア Standard Chartered Bank Malaysia Berhad 東証

2 2149 アジア・メディア バミューダ Standard Chartered Bank Hong Kong 東証

3 3827 ジャパンインベスト・グループ・ピー・エル・シー イギリス Citibank N.A.,London 東証

4 4850 ザ・ダウ・ケミカル・カンパニー 米国 Depository Trust Company 東証

5 4863 バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト ドイツ Clearstream Banking Frankfurt 東証

6 4875 メディシノバ・インク 米国 Depository Trust Company 大証

7 5051 ビーピー・ピーエルシー イギリス Citibank N.A.,London 東証

8 5412 ポスコ(※※) 韓国 Depository Trust Company 東証

9 6687 アルカテル・ルーセント フランス BNP Paribas Securities Services 東証

10 7659 フォルクスワーゲン・アクチエンゲゼルシャフト ドイツ Clearstream Banking Frankfurt 東証

11 7661 ザ・ボーイング・カンパニー 米国 Depository Trust Company 東証

12 8634 ジェー・ピー・モルガン・チェース・アンド・カンパニー 米国 Depository Trust Company 東証

13 8640 トロント・ドミニオン銀行 カナダ THE CANADIAN DEPOSITORY FOR SECURITIES LIMITED 東証

14 8641 ウエストパック・バンキング・コーポレーション オーストラリア HSBC Australia 東証

15 8642 バークレイズ・ピーエルシー イギリス Citibank N.A.,London 東証

16 8648 バンク・オブ・アメリカ・コーポレーション 米国 Depository Trust Company 東証

17 8657 ユービーエス・エイ・ジー スイス UBS A.G. 東証

18 8665 ビー・エヌ・ピー・パリバ フランス BNP Paribas Securities Services 東証

19 8666 ソシエテ ジェネラル フランス BNP Paribas Securities Services 東証

20 8675 メリルリンチ・アンド・カンパニー・インク 米国 Depository Trust Company 東証

21 8678 ザ・スペイン・ファンド・インク （※） 米国 Depository Trust Company 大証

22 8681 コリア・エクイティ・ファンド・インク （※） 米国 Depository Trust Company 大証

23 8682 モルガン・スタンレー・アジア－パシフィック・ファンド・インク （※） 米国 Depository Trust Company 大証

24 8683 テンプルトン・ドラゴン・ファンド・インク （※） 米国 Depository Trust Company 大証

25 8685 アメリカン・インターナショナル・グループ・インク 米国 Depository Trust Company 東証

26 8686 アフラック・インコーポレーテッド 米国 Depository Trust Company 東証

27 8689 エイゴン・エヌ・ヴイ オランダ Citibank International plc, Amsterdam Branch 東証

28 8990 ヘンダーソン・ランド・ディベロプメント・カンパニー・リミテッド 香港 Standard Chartered Bank Hong Kong 東証

29 9399 新華ファイナンス・リミテッド ケイマン諸島 Standard Chartered Bank Hong Kong 東証

30 9481 テレフォニカ・エセ・アー  スペイン Santander Investment S.A. 東証

31 9496 ドイツテレコム・アーゲー ドイツ Clearstream Banking Frankfurt 東証
（注）現在の上場銘柄は、外国株券（無印）、外国投資証券（（※）印）及び外国株預託証券(※※)のみ。
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（注） ①11月に保管残高が大幅に減少したのは、メディシノバ（4875）の10:1の株式併合による。
②日本証券決済㈱からの既上場外国株に関する業務の当社への移管は、平成18年12月をもって完了した。
③19年4月の預託増は、ｱｼﾞｱ・ﾒﾃﾞｨｱ・ﾘﾐﾃｯﾄﾞの取扱い開始による。

外国株券等保管振替決済業務の状況

外国株券等の口座振替の状況
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（千株） （百万株）外国株券等の預託・交付、保管残高の状況
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機構

振替口座簿

コマーシャルペーパーを完全にペーパーレス化し、
その発行、流通、償還を機構のコンピューターシステム
上の帳簿（振替口座簿）の記録により行う。

券面
券面

手形CP 短期社債

 

（電子CP）

1．短期社債振替制度の目的

-
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Ⅱ

 

振替業の現状について

短期社債振替制度の概要

2．短期社債振替制度の特徴

振替業･･･社債等振替法に基づき行う（ペーパーレス）社債等の振替に関する業務をいう。

現在は、振替業として短期社債振替制度・一般債振替制度・投資信託振替制度を運営している。

電子ＣＰには、手形ＣＰにないメリットがある。

図１

 

完全ペーパーレス

③ ＤＶＰ（Delivery Versus Payment）決済

電子ＣＰの権利移転と資金決済を同時化

② 発行・決済の迅速化

約定から発行までの期間短縮

 

Ｔ＋０も可能

④ 流通の促進

「各社債の金額」単位で小口化して流通可能

① 券面が不要（ペーパーレス化）

券面作成事務・保管コスト、紛失・盗難リスク削減



短期社債振替制度には以下の参加形態がある。

①発行者

 

・・・

 

短期社債の発行主体
②機構加入者

 

・・・

 

機構から口座の開設を受けた者
③発行・支払代理人 ・・・

 

発行者の代理人として発行・償還
に係る処理を行う者

④資金決済会社

 

・・・

 

発行者、機構加入者の指示に従い
資金決済を行う者

3．業務関係者

-
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4．短期社債振替システムの概要

制度参加者は、汎用のパソコンを利用して機構と接

 
続するWeb接続、又は制度参加者のコンピュータセン

 
ターと機構と接続するCPU接続のいずれかの方法に

 
より、接続する。

日本銀行とはCPU接続を行い、ＤＶＰ決済を実現し

 
ている。（図３参照）

図２

 

業務関係者

図３

 

短期社債振替システム概要

機構

機構

大阪バックアップセンターWeb接続又は

 
CPU直結により

 
機構と接続

日銀ネットと機

 
構をＣＰＵ接続

制度参加者
日本銀行

機構 機構加入者

資金決済会社日本銀行

発行者

発行代理人

支払代理人

(実線)機構のシステムにおけるデータの流れ

(破線)機構のシステム外でのデータの流れ

加入者



資金決済会社
（金融機関等）

発行者
（又は発行代理人）

資金決済会社
（金融機関等）

⑦入金済通知

⑦入金通知

⑥払込依頼

①約定（発行の条件決定等）

②発行申請

⑧入金の連絡

③発行・資金決済情報の通知

①発行フロー（ＤＶＰの場合）

（実線）：ほふりのシステム処理対象業務
（破線）：ほふりのシステム処理対象外の業務

機構
⑧機構加入者口座

 
に新規記録

日本銀行

④資金決済情報の連絡

⑨新規記録済通知⑨新規記録済通知

機構加入者
（投資家）

５．発行・振替のスキーム

②振替フロー（ＤＶＰの場合）
①約定（振替の条件決定等）

機構加入者

（渡方）

機構
⑧機構加入者口座

 
の増減額記録

資金決済会社
（金融機関等）

資金決済会社
（金融機関等）

機構加入者
（受方）

⑦入金通知

⑥払込依頼

日本銀行

②振替申請（決済照合システムより）

⑨振替済通知

⑧入金の連絡 ⑦入金済通知 ④資金決済情報の連絡

⑨振替済通知

③振替・資金決済情報の通知

-
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④入金依頼

⑤引落対象通知

④入金依頼

⑤引落対象通知



１．短期社債振替制度への参加状況 ２．短期社債の発行残高と銘柄数の推移

（平成19年4月末現在）

短期社債振替制度の現状

195,362

5,582

202,556

189,673195,219

165

14,032

186,241

21,064

48,633

117

379

1,314

257

3

6,129
5,8096,024

5,848
6,114

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

15年3月 9月 16年3月 9月 17年3月 9月 18年3月 9月 19年3月 4月

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

5500

6000

6500

発行残高（月末）

銘柄数（月末）

(億円) (銘柄)

○　発行者 … 443 社
　事業法人、都銀、地銀、信託銀、証券、その他金融機関等

○　機構加入者 … 66 社
　都銀、地銀、信託銀、証券、損保、その他金融機関等

○　間接口座管理機関 … 9 社

○　資金決済会社 … 142 社
　都銀、地銀、信託銀、証券、その他金融機関等

○　代理人 … 19 社
　都銀、証券
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3.発行・振替・償還額及びDVP決済比率の推移

発行, 122,452

振替, 751,141

償還, 116,763
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発行 振替 償還 DVP決済比率

19年4月合計99兆356億円

DVP決済比率、65%



1．一般債振替制度の特徴

一般債振替制度の概要

④ ＤＶＰの実現

発行・流通・償還の全てにおいて権利移転と

 
資金決済を同時化

② 残高管理に基づく振替制度

券種・記番号の管理を廃し、円滑な流通が可能

⑤ ＳＴＰの実現

決済照合システムと連動し、約定照合から

 
証券・資金決済に至る事務処理を効率化

① 完全ペーパーレス化

発行コストの削減、事務処理負担の軽減

③多段階の階層構造の参加形態

口座管理機関の事業展開の弾力化、国際的

 
連携も可能

２．取扱い対象

○社債

（新株予約権付社債を除く）

○地方債

（証書形式で発行されるものを除く）

○投資法人債

○保険相互会社債

○ＳＰＣなどの特定社債

○財投機関、地方公社などの発行する特別法人債

（学校債等、法律上の発行根拠規定がない法人

が発行する債券を除く）

○サムライ債などの外債

-
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３．制度参加

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直接口座管理機関＜A＞ 

＜ｂ＞口座

自己 顧客 

直接口座管理機関＜C＞ 

＜ｃ＞口座

自己 顧客 

振替機関 

＜C＞口座

自己 顧客 

＜B＞口座 

 
＜A＞口座

自己 顧客 

加入者＜B＞ 
（投資家） 

＜ａ＞口座

 
＜ｄ＞口座

 

間接口座管理機関＜ｂ＞ 

＜乙＞口座

 
＜甲＞口座

 

加入者＜ａ＞
（投資家） 

間接口座管理機関＜ｃ＞ 

＜丁＞口座

 
＜丙＞口座

自己 顧客 

加入者＜ｄ＞
（投資家） 

加入者＜甲＞
（投資家） 

加入者＜乙＞
（投資家） 

加入者＜丁＞
（投資家） 

発行代理人

/支払代理人

発行者 発行者 

間接口座管理機関

＜丙＞ 

＜X＞口座

 

機
構
加
入
者 

（
制
度
へ
の
）
加
入
者 

 

※発行者及び機構加入者は、資金決済会社を通じて資金決済を行うことができる。 

①加入者

 

・・・一般債の保有者（社債権者）

②発行者

 

・・・一般債の発行主体

③発行・支払代理人・・・発行者による選任をうけ、新規発行事務・元利払事務など機構との電子的情報の送受信を行う

④口座管理機関

 

・・・機構や他の口座管理機関から口座の開設を受け、他の者のために口座を開設する

⑤資金決済会社

 

・・・発行者、加入者の指示に従い資金決済を行う

-
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資金決済会社
（金融機関等）

決
済
当
事
者

⑧入金済通知

①約定

⑨振替済通知

⑤入金依頼

④振替・資金決済情報の通知

②約定照合処理

③決済照合結果通知

⑧入金通知

機構

決済照合システム

一般債振替システム

約定照合

決済照合

証券振替

資金決済

日本銀行 ⑦払込依頼

⑥引落対象通知

売買当事者
（渡方）

売買当事者
（受方）

決
済
当
事
者

②約定照合処理

③決済照合結果通知

④振替・資金決済情報の通知

⑨振替済通知

資金決済会社
（金融機関等）

５．流通・振替（右図参照）

【振替のフロー（ＤＶＰの場合）】

（実線）：ほふりのシステム処理対象業務
（破線）：ほふりのシステム処理対象外の業務

○売買等に伴う権利の移転は振替口座簿の

 
振替により行う（担保や質権の設定も設定者

 
の口座から担保権者や質権者の口座への

 
振替により行う）。

○日本銀行の当座勘定での資金振替と機構

 
での振替口座簿の証券振替を連動したＤＶＰ

 
決済も利用可能。

○機構が運営する決済照合システムとの連動

 
により、約定結果の入力から証券/資金決済

 
に至るまでのＳＴＰ化が実現。

４．発行

①発行条件決定後、発行代理人は発行者に

 
代わり銘柄の情報を電子的に通知する。

②発行日までに、発行代理人は応募者の口

 
座・金額等の情報を通知する。

③発行代理人からの払込確認の通知を受け、

 
機構は振替口座簿に新規記録を行う。

日本銀行の当座勘定での資金払込と機構の

 
振替口座簿の新規記録を連動したＤＶＰ決済

 
も利用可能。

-
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６．元利金の支払い

発行者

直接口座管理機関 機構加入者(社債権者)

加入者(社債権者) 加入者(社債権者) 間接口座管理機関

直接口座管理機関

加入者(社債権者)

基金請求基金交付

支払代理人

保振機構

・支払代理人

 

→

 

直接口座管理機関

 

→

 

間接口座管理機関

 

→

 

加入者

 

と階層構造に沿い資金を交付

・加入者は口座管理機関に対し、元利金の請求・代理受領を委任

元利金請求の流れ

資金の流れ

-
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１．一般債振替制度への参加状況 ２．一般債の発行残高と銘柄数の推移

（平成19年4月末現在）

一般債振替制度の現状

1,982,616

1,813,347

1,254,324
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513,283
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発行残高（月末）

銘柄数（月末）

(億円) (銘柄)

○　発行者 … 2,135 社、団体
　事業法人、地方公共団体等

○　機構加入者 … 87 社
　金融機関等

○　間接口座管理機関 … 362 社
　金融機関等

○　資金決済会社 … 142 社
　金融機関等

○　代理人 … 197 社
　金融機関等
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投資信託振替制度の概要 

 
投資信託振替制度は、投資信託の受益証券をペーパーレス化して、受益権の発生や消滅、移転をコンピュータシステム上の口

座(振替口座簿)の記録により行うもので、2007 年 1 月 4 日に制度を開始した。 
  なお、上場投資信託(ETF)については、2008 年 1 月 4 日を振替制度対応の実施目標日としており、原則として振替制度後の

株式(株券電子化)と同一のシステム基盤で処理を行うが、株券電子化までは現行の保管振替システム等を活用することになる。 
 
 
１．制度の特徴 

  受益権の発生、消滅、移転をコンピュータシステムにて管理 
■ 受益証券が発行されない。（←発行できない。） 

－受益者から受益証券の発行を請求されることもない。 
－記番号管理から残高管理となる。 

■ 設定や解約、償還、販売会社移管、質権設定がコンピュータシステム上の帳簿（振替口座簿）の記録により行われる。 
 
２．取扱対象 

  「投資信託及び投資法人に関する法律」（投信法）に規定する投資信託 
■ 原則、契約型の委託者指図型を対象 
■ 機構が、発行者の同意を得た受益権 
■ 最低発行単位の口数が１口であること 
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３．投信基本モデル 

 

証券保管
振替機構

投資信託
委託会社

投資家

口座
管理
機関

販売会社
（証券会社・銀行・

保険会社など）

日本銀行

加入者

振替機関

発行者

資金決済会社
日銀ネット資金決済会社

受託会社

(※通常資金決済
    会社を兼ねる)

全銀ネット

公販ネット・Ｆａｘ

資金決済会社
日銀ネット資金決済会社
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１．投資信託振替制度への参加状況 ２．投資信託の取扱残高と銘柄数の推移

（平成19年4月末現在）

投資信託振替制度の現状

922,674904,500 930,833 948,044

5,007 5,1145,0844,968

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

1,300,000

1,400,000

1,500,000

19年1月 2月 3月 4月

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

取扱残高（月末）

銘柄数（月末）

(億円) (銘柄)

○　発行者 … 75 社
　投資信託委託会社

○　機構加入者 … 181 社
　金融機関等

○　間接口座管理機関 … 658 社
　金融機関等

○　資金決済会社 … 45 社
　金融機関等

○　受託会社 … 13 社
　金融機関等
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   Ⅲ 証券決済システム改革への取組みについて 

G30 勧告（ISSA 改訂後）の達成状況
(注 1)

 

（2007.4 作成） 

欧米諸国 アジア・オセアニア諸国  

勧 告 勧 告 内 容 日本 
ｱﾒﾘｶ ｲｷﾞﾘｽ ﾌﾗﾝｽ ﾄﾞｲﾂ ﾕｰﾛ 韓国 中国 香港 台湾

ｼ ﾝ ｶ ﾞ

ﾎﾟｰﾙ 

ｵｰｽﾄﾗ

ﾘｱ 

ﾆｭｰｼﾞ

ｰﾗﾝﾄﾞ 

・ 取引当日（T+0）の約定照合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ [１] 

直接参加者の 

約定照合 ・ 照合内容と決済ｼｽﾃﾑのﾘﾝｸ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

[２] 

間接参加者の 

約定照合 

・ T+1 までの約定内容の承認 ○(注 2) ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ ○ × ○ ○ 

・ 広範な関係者が参加可能な CSD の実現 ○(注 3) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

・ 広範な預託（取扱可能）商品 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

・ 不動化又は無券面化の追求 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

[３] 

証券集中 

保管機関 

（CSD； 

Central  

Securities 

Depository）
・ 複数 CSD の同様のﾙｰﾙ・慣習下での運営

（資金・担保物権の効率的利用の可否等）
○(注 4) ○ × － － ○ － × － － － ○ － 

[４] 

ﾈｯﾃｨﾝｸﾞ決済 
・ RTGS 又はﾗﾝﾌｧﾙｼｰ基準に基づく 

 ﾈｯﾃｨﾝｸﾞ決済の導入 
○(注 5) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

[５] 

DVP 
・ 全証券取引への DVP 決済の適用 ○(注 6) ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 

[６] 

即日資金化 
・ 決済代金の即日資金化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

・ 全市場でのﾛｰﾘﾝｸﾞ決済方式の採用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ [７] 

ﾛｰﾘﾝｸﾞ決済 

・ 全市場での T+3 以下最終決済の実現 ○ ○ 〇 ○ 
○

(T+2)
○ 

○ 
(T+2)

○(注 9)

(T+1)

○ 
(T+2)

○ 
(T+2)

○ 
 

○ ○ 

・ 証券貸借の促進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ [８] 

証券貸借 
・ 証券の貸付けに対する規制等の排除 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ × 

・ 標準証券ﾒｯｾｰｼﾞの採用 N/A
(注 7) × ○ × × ○ × × × × ○ × × [９] 

統一証券ｺｰﾄﾞ

等 ・ 国際証券銘柄ｺｰﾄﾞ（ISIN ｺｰﾄﾞ）の採用 ○(注 7) × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 
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（注1） G30（GROUP OF THIRTY）が 1989 年に証券決済の安全性、効率性、利

便性の向上の観点から国際標準となるべき事項の勧告を行った。その

後、ISSA（INTERNATIONAL SECURITIES SERVICES ASSOCIATION）が 1995

年に各国の G30 の達成状況を勘案し、目標を修正した勧告を採択した。

なお、2000 年 6 月及び 2003 年 1 月に、さらにアップデートした勧告

が公表されている。 

 

（注2） 2001 年 9 月に証券保管振替機構による決済照合ｼｽﾃﾑが稼動。証券会

社、銀行、信託銀行、投信委託・投資顧問等の金融機関が利用してい

る。 

 

（注3） 証券保管振替機構には、証券会社、銀行、保険会社、証券金融会社、

証券取引所、清算機関、株主名簿管理人等が直接参加者となっている。 

 

 

（注4） 複数の CSD が存在するが、それぞれ特定の証券の取扱いを行っている。 

 

（注5） 2001 年 1 月から、日本銀行は国債について RTGS 決済（即時グロス決

済）を実施している。 

 

（注6） 2001 年 5 月、東京証券取引所は DVP 決済を実施。2003 年 1 月、日本

証券クリアリング機構が業務を開始し、各証券取引所及び JASDAC 市場

における取引について DVP 決済を実施。 

 

（注7） 証券取引所においては、ISIN ｺｰﾄﾞ体系を採用しているが、主として、

国内保管銀行と非居住者投資家の間で利用されている。国内において

は、いわゆる 4桁銘柄コードが広く利用されている。 

（注8） A 株（中国内の投資家のみを対象）については、T+1 を実現。B 株（A

株以外）については T+3。 
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我が国における主な有価証券の決済制度の現状 
 

現    状 改善に向けての状況 
 

決済機関 決 済 方 法 ＤＶＰ 照合  

株  券 証券保管振替機構 保振システムによる口座振替 ○ ○ 
・照合を２００１年９月より実施 
・取引所ＤＶＰを２００１年５月に実施 
・一般振替ＤＶＰを２００４年５月に実施 

新株予約権付社債券 

(転 換 社 債 型) 
証券保管振替機構 保振システムによる口座振替 ○ ○ 

･機構における転換社債券取扱いを２００１年１１月

に開始(同時に取引所DVP 実施) 
･照合を２００２年２月より実施 

振 替 債 証券保管振替機構 一般債振替ｼｽﾃﾑによる口座振替 ○ ○ 

現 物 債 － 現物受渡 － － 普通社債 

登 録 債 各登録機関銀行 各登録機関の社債登録簿上の移転 
登録 － 

 
－ 

 

・２００６年１月に一般債振替制度を開始 
・振替制度開始時から照合を実施（ただし振替債の

み） 
 

投資信託 証券保管振替機構 投資信託振替ｼｽﾃﾑによる口座振替 ○ － ・２００７年１月に投資信託振替制度を開始 

Ｃ Ｐ 証券保管振替機構 短期社債振替ｼｽﾃﾑによる口座振替 ○ ○ 

ＣＰ・ＣＤ 

Ｃ Ｄ － 
証書（現物）受渡及び売買当事者が記

名捺印した譲渡通知書の債務者（発

行銀行）への交付 
－ － 

・２００３年３月に短期社債振替制度を開始 
・照合を２００６年１月より実施 
 

現物国債 － 現物決済 － － 
 
 
 

国 債 

振決国債 日  銀 日銀ネット（国債）による口座振替 日銀ＤＶＰ ○ 

・２００１年年初からＲＴＧＳ化 
・２００３年１月から社振法の下での制度に移行 
・照合は２００３年５月より実施 
・２００５年５月に国債清算機関が稼動 

△は準備中を表す 
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日本及び海外主要国における証券保管振替機関比較 
 

 
日 本         

（2007 年 2月） 

ア メ リ カ         
（2005 年末） 

イ ギ リ ス         
（2005 年末） 

フ ラ ン ス         
（2005 年末） 

ド イ ツ         
（2005 年末） 

機関の名称 証券保管振替機構 
DTCC（The Depository Trust and 

Clearing Corp.） 
CRESTCo Euroclear France 

CBF （ Clearstream Banking 

Frankfurt） 

設立時期 2002 年 1 月 1999 年 9 月 1994 年 10 月 1949 年 12 月 1948 年 

沿  革 

1984 年 12 月（財）証券保管振替機

構設立（’91 年 10 月事業開始）。’02
年 6月財団より保管振替事業の全部

を譲受け、事業開始。 

1966年 NYSEが開始したｻｰﾋﾞｽ Central 

Certificate Service が独立し、’73 年

設立。’99 年 9 月 NSCC（注 1）と統合

し、DTCC となる。 

1994 年イングランド銀行が中心と

なり設立。’02 年 9 月 Euroclear 

SA/NV の子会社となる。 

1949 年 CCDVT（注 2）の制度を実質

的に継承して SICOVAM が設立。’01
年１月 Euroclear SA/NV の子会社と

なる。 

ﾄﾞｲﾂ国内のｶｯｾﾝﾌｪﾗｲﾝ（注 3）が

1989 年統合され DKV（注 4）が成

立。’97 年 DBC（注 5）に名称変更。’00
年 1 月 CEDEL（注 6）との合併によ

り、 Clearstream International

が設立され、その子会社となる。 

参加者数 288 377 (2005 年 7 月 28 日現在) 266 353  (2002 年末) 520 （2002 年末） 

取扱有価証券 

株券（ETF、REIT 含む）、CB、短期社

債、一般債、投資信託 

ｴｸｲﾃｨ、一般債、一部国債(注 7)、ﾓｰｹﾞ

ｰｼﾞ・ﾊﾞｯｸ証券、ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ・ﾏｰｹｯﾄ証券、

投資信託、短期社債、預金証書、保険

証券、OTC ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ 

ｴｸｲﾃｨ、一般債、国債、投資信託、

ﾏﾈｰ・ﾏｰｹｯﾄ商品、ﾕﾆｯﾄ・ﾄﾗｽﾄ、ｵｰﾌﾟ

ﾝ・ｴﾝﾄﾞ型投資会社証券、ｶﾊﾞｰﾄﾞ・

ﾜﾗﾝﾄ、預金証券 

ｴｸｲﾃｨ、ﾜﾗﾝﾄ債、ﾌﾗﾝｽ国債、他のﾕｰﾛ

国債、社債（ﾌﾗﾝｽ国内発行及び他の

国の発行した社債）、ﾕｰﾛ中期債、ﾏﾈ

ｰ・ﾏｰｹｯﾄ商品、投資信託、預金証書

ｴｸｲﾃｨ、債券全般、投資信託、預金

証書 

保管残高 
 

451 兆円（3.84 兆米ﾄﾞﾙ） 

（2006 年 3月末） 
28.3 兆米ﾄﾞﾙ 3.3 兆ﾕｰﾛ（4.1 兆米ﾄﾞﾙ） 4.4 兆ﾕｰﾛ（5.4 兆米ﾄﾞﾙ） 8.75 兆ﾕｰﾛ（10.75 兆米ﾄﾞﾙ） 

資金決済額 
315 兆円（2.7 兆米ﾄﾞﾙ） 

（2006 年 2 月末） 

1400 兆㌦（うち国債 874.3 兆米ﾄﾞﾙ、

ｴｸｲﾃｨ・公社債 130.7 兆米ﾄﾞﾙ） 
130.6 兆ﾕｰﾛ（160.4 兆米ﾄﾞﾙ） 72.7 兆ﾕｰﾛ（89.3 兆米ﾄﾞﾙ） 

13.3 兆ﾕｰﾛ（13.4 兆米ﾄﾞﾙ） 

(99 年末) 

預託率（株券） 80％（2006 年 12 月末） 83％（2000 年末） 85％（2004 年末） ― N.A. 

業務内容 

預託・交付・保管・振替・実

質株主の通知等 

預託、交付、保管、振替、配当金・利

金の支払、源泉徴収、課税通知、証券

貸借、ﾚﾎﾟ、株主の電子委任投票、引

受ｻｰﾋﾞｽ、ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ（DTCC からｸﾗｲ

ｱﾝﾄに至るﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄ・回線等の一括管

理）等 

預託、交付、振替、権利処理、配当

金・利金の支払、株主の電子委任投

票等 

保管、振替、配当金・利金の受領支

払、株主把握等 

預託、交付、保管、振替、配当金・

利金の受領支払、証券貸借、ﾚﾎﾟ、

通貨自動変換（外国為替）ｻｰﾋﾞｽ、

株主の電子委任投票、加工可能な

ﾃﾞｰﾀでの配信）等 

ネット＝ネット ネット＝ネット グロス＝ネット ネット＝ネット グロス＝ネット ＤＶＰの形態 
（上段：取引所取引） 

（下段：対顧客取引） グロス＝ネット グロス＝ネット グロス＝ネット 
グロス=グロス 

またはグロス＝ネット 
グロス＝ネット 

資金決済機関 日本銀行 ニューヨーク連銀 イングランド銀行（注 8） フランス中央銀行 ドイツ連銀 

決済日程 Ｔ＋３ Ｔ＋３ Ｔ＋３(2001.2～T+3) Ｔ＋３ Ｔ＋２ 

国際標準コード － － 実施 実施 実施 

証券の寄託 任意 任意 任意 強制 任意 

券 面（株券） 不動化（大券化・不所持化） 不動化（大券化） 不動化（ｸﾚｽﾄ制度内不発行） 無券面化 不動化（大券化） 

（注１）National Securities Clearing Corp. （注２）Caisse Centrale de Depots et Virements de Titres（有価証券混蔵銀行） （注３）1937 年に制定された有価証券寄託法の下、設立された有価証券混蔵銀行  

（注４）Deutscher Kassenverein（ﾄﾞｲﾂ証券振替機関） （注５）Deutsche Börse Clearing （注６）Centrale de Livraison de Valeurs Mobilieres（ユーロ債の決済等を行う証券振替機関） 

（注７）アメリカにおいては連銀、ドイツにおいては CBF が国債の振替決済機関となっている。 

（注８）CRESTCo においては、LCH(ロンドン・クリアリング・ハウス)が CCP として機能しており、資金は、イングランド銀行における清算銀行の口座により決済。 

 



証券決済システム改革を巡る主な動き ～保振の取組み～ 

 

 ２００１年(13 年) ２００２年(14 年) ２００３年(15 年) ２００４年(16 年) 2005 年(17 年) 2006 年(18 年) 2007 年(19 年) 2008 年(20 年) 2009 年(21 年)

法  制 

そ の 他 

の 動 き 

 ●改正保振法施行(４月) 

 

●短期社債等振替法施

行(４月) 

● 社債等振替法施行(１月) 

● 加入者保護信託（１月）

●証券取引法改正(清算機

関)(１月) 

●株券の電子化法 

公布（６月） 

 

 

    ●株券電子化

制度移行期

限（６月） 

保振全般 

● Ｃ Ｂ 取 扱 開 始 

(11 月) 

 (元利金事務取扱開始) 

●保振の株式会社化

(６月) 

 

● 振替機関指定（1月） 

● 株券喪失登録情報等照会ｼ

ｽﾃﾑ（SITRAS）稼働（３月）

      

Ｄ Ｖ Ｐ 

●取引所ＤＶＰ決済

の導入（５月） 

 

●制度要綱策定（６月） ●ほふりクリアリングの設

立（６月） 

●一般振替ＤＶＰ 

  稼動（５月） 

準備・周知期間（公布の日から 5 年以内） 

     

決済照合 

●第 1期第 1フェーズ

稼動(９月、株式) 

 

●第 1 期第２フェーズ

稼働(２月、ＣＢ・非

居住者取引) 

●第 1 期第３フェーズ稼動

(５月、国債、先物･ＯＰ

等） 

●第２期稼働(５月、

一般振替 DVP 対応） 

 

●国債レポ･現先

等、国債清算機関

対応（２月） 

●一般債・CP

対応（１月） 

○ 貸株対応 

（10 月） 
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第２期第１期 

      

●振替制度実施（３月） 

 ●印紙税特別措置

の期限到来(3 月)
●フェーズⅡ

稼動（１月） 
Ｃ  Ｐ 

一 般 債 

  ●制度要綱策定（６月） ●システム接続仕様

書の公表（５月） 

 ●振替制度実

施(１月） 

 

 

既発債の移行 

●税制経過措

置終了（１月）

 

投  信 

   ●制度要綱策定 

（９月） 

●システム接続仕

様書の公表（８月）

 ●振替制度実施(1 月) 

既発投信移行 

●税制経過措

置終了（１月）

●上場投信

(ETF)対応期限

 

株 券 

電子化 

対 応 

 

     ●制度要綱策定（３月） 

●ｼｽﾃﾑ接続仕様書の公

表（10 月） 

  ○振替制度実

施（１月） 

システム・ 
リプレース 

        ○リプレース実

施（１月） 

（注）●は実施済み又は実施時期が確定しているもの。○は実施予定又は実施時期が未定のもの。 



業務委員会及び各小委員会について 

 
小 委 員 会 検 討 テ ー マ 等 

既存業務 

小委員会 

現行の株券等の保管振替業について、利用者のニーズや意見を踏まえな

がら、その業務に関する改善等につき検討を行う。 

 

 
ＣＰ小委員会 

短期社債振替制度において、実務面及びシステム面等における必要な事

項について検討を行う。 

決済照合 

(国内取引) 

小委員会 

決済照合システム(国内取引)において新たに対応すべき事項及び改善事

項の実務面及びシステム面について必要な検討を行う。 

決済照合 

(非居住者取引) 

小委員会 

決済照合システム(非居住者取引)において新たに対応すべき事項及び改

善事項の実務面及びシステム面について必要な検討を行う。 

一般債 

小委員会 

一般債振替制度において、実務面及びシステム面等における必要な事項に

ついて検討を行う。 
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取 

締 

役 

会 

 

 

 
                 
                 

                                   

投信小委員会 
投資信託振替制度において、実務面及びシステム面等における必要な事

項について検討を行う。 

株券電子化 

小委員会 

株式、新株予約権付社債等の新振替制度の実現を目的に、実務処理及び

システム構築に必要となる要件を検討し、基本スキームの策定を行う。また、

現行制度から新制度への移行に係る実務処理や手順等について検討を行う。 

外国株券等 

小委員会 

外国株券等の保管振替決済業務において、実務面及びシステム面等にお

いて必要な検討を行う。 

    
      

                  

DVP 業務委員会 
 一般振替 DVP 制度について、利用者のニーズや意見を踏まえながら、その

業務に関する改善等につき検討を行う。 

ほふりクリアリング（子会社） 

業 

務 

委 

員 

会 

 

諮 問 



株券等の電子化の実施に向けて

株券等の電子化に関する法制株券等の電子化に関する法制

○ 「株式等決済合理化法」公布（2004年６月）

 

→ ５年以内の政令で定める日から施行

○ 実務界としては、2009年１月を実施目標日と設定

政省令に関する関係者協議（2004年８月～2005年４月）

○ 端数処理の方法について（振替機関による名寄せ）

○ 外国人保有制限銘柄の取扱いについて

機構における検討

○ 株券電子化小委員会の設置（2005年４月）

○ 「株券等の電子化に係る制度要綱」の公表（2006年３月）・説明会（４月～７月）

○ 「株式等振替システム接続仕様書」の公表（2006年10月）・説明会（１２月）

これまでの検討状況これまでの検討状況

-
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株券等の電子化
 

新旧制度の比較１
 （全体概要）

＜保振制度＞

会社

実質株主名簿

保管振替機関（機構）

参加者

顧客株券の所持者

名義書換請求

実質株主通知

株主名簿

＜振替制度＞

総株主通知

間接口座管理機関

加入者

会社

株主名簿

顧客 顧客

参加者
間接口座管理機関

間接口座管理機関

直接口座管理機関 直接口座管理機関

加入者 加入者加入者 加入者

振替機関（機構）

（個別株主通知）

口座振替 口座振替

-
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参
加
者
コ
ー
ド
及
び

実
質
株
主
管
理
番
号

＜保振制度＞

株主／実質株主Ｈ

名義書換
請求書

実 質
株主票

機構参加者Ｇ機構参加者Ｆ

実 質
株主票

加
入
者
口
座
コ
ー
ド

株
主
等
照
会
コ
ー
ド

発行会社Ａ 発行会社B 発行会社C

実質株主名簿
（発行会社Ａ）

株主名簿
（発行会社Ａ）

BB

株主名簿管理人E

ＣＣ

株主名簿管理人Ｄ

＜振替制度＞

発行会社Ａ 発行会社B 発行会社C

株主名簿
（発行会社A）

株主名簿
（発行会社Ｂ）

株主名簿
（発行会社C）

株主名簿管理人E株主名簿管理人Ｄ

株主等通知用
データ

口座管理機関I 口座管理機関Ｆ 口座管理機関G

株主Ｈ

加入者
情 報

名寄せ

名寄せ 名寄せ 名寄せ

名寄せ

株券等の電子化
 

新旧制度の比較２
 （機構による株主の名寄せの一元化）

（注）新株予約権付社債、新株予約権の加入者情報についても、同様に取り扱う。-

 

41 -



1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12

２０年（2008）

10～12

１９年（2007）

1～3

１６年（2004） １７年（2005）

制
度
・
実
務

２１年（2009）

委
員
会

法
令
の
状
況

機
構
の
対
応

シ
ス
テ
ム

１８年（2006）

株主情報取扱関連のシステム開発

▼システム概説書提示と説明会開催

▼接続仕様書提示

株
式
等
振
替
法

公
布

（
６
月

）

商
法

現
代
化

施
　
行

基本
設計

システム開発／機構内テスト 総合テスト

株
式
等
振
替
制
度
稼
動

（
１
月

）

政
省
令
公
布

株
式
等
振
替
法

施
行

（
１
月

）

概要
設計

政省令検討会

業務委員会・小委員会

業務処理（詳細）の検討

参加者・発行会社向け説明会開催（適宜）

制度要綱の検討制度要綱の検討

業務処理（概要）の検討

システム検討

株式等振替法改正

保振法
廃止

概要設計 基本設計 システム開発／機構内テスト
　名寄せ実績継承
　作業／総合テスト

先行
授受
想定

参加者・株主名簿管理人による
株主情報の標準化

 ▽
  上場投信 (ETF)
  振替制度対応期限

▼制度要綱説明会開
催（口座管理機関）

▼制度要綱説明会開催
（発行会社）

金
融
商
品

取
引
法

株式等振替法改正

施
　
行信

託
法

改
正

施
　
行

株式等振替法改正

預
託
特
例
期
間

▼制度要綱公表

▼接続仕様書説明会開催

株券等の電子化にかかるスケジュール概要

-
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「株券等の電子化に係る制度要綱」の概要 

 

当機構は、株券電子化小委員会における検討の内容を「株券等の電子化に係る制度要綱」としてとりまとめ、業務委員会の審議を経て、取締役会において

決議した。その概要は、次のとおり。 

 

第１ 総 則 

機構取扱対象株式等 

○ 証券保管振替機構（以下「機構」という。）が取扱いの対象とする株式等は、①上場株式、②上場新株予約権（株主に無償割当てされる新株予約権）、

③上場新株予約権付社債、④非上場新株予約権又は非上場新株予約権付社債のうち、その新株予約権の目的である株式が振替株式であって、機構が定

める要件に合致するもの、⑤上場投資口、⑥上場優先出資（協同組織金融機関の優先出資）とする。 

口座開設 

○ 口座管理機関（間接口座管理機関を含む。）は、他の者のために、その申出により振替を行うための口座を開設することができるものとする。 

機構における加入者情報等の管理 

○ 機構における各種事務の処理（情報の授受を含む。）は、原則として、振替システムを利用して行うものとする。 

○ 口座管理機関は、あらかじめ、加入者の加入者口座コード、氏名又は名称及び住所その他の機構が定める事項（以下「加入者情報」という。）を、

機構に通知するものとする。 

○ 機構は、口座管理機関から加入者情報の通知を受けたときは、機構が定める方法により加入者の名寄せを行い、加入者情報として通知された内容及

び名寄せの結果（端数の処理等のために利用する。）その他の機構が定める事項を「株主等通知用データ」として登録する。 

 

第２ 振替株式 

振替口座簿とその記録事項 

○ 口座管理機関の口座は、自己口及び顧客口に区分するものとする。 

新規記録手続 

○ 機構及び口座管理機関は、その加入者から会社に対する口座（新規記録により増加の記録を受けるものに限る。）の通知の取次ぎの請求を受けたと

きは、会社に口座通知を取り次ぐものとする。 

振替手続 

○ 加入者から振替の申請を受けた機構又は口座管理機関は、振替元口座における減少の記録その他所要の措置をとるものとし、当該機構又は口座管理

機関から振替通知事項の通知を受けた機構又は口座管理機関も振替を行うための所要の措置をとるものとする。 

株主名簿に記録すべき事項に関する申出等の手続 

○ 加入者は、その直近上位機関に対し、その口座の保有欄に記録された振替株式について、特別株主の申出をすることができる。 

○ 質権者の申出について、所要の取扱いを設けることとする。 

総株主通知の手続 
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○ 機構は、通知株主等の氏名又は名称及び住所並びに振替株式の数その他必要な事項を、会社に通知することとする。 

個別株主通知の手続 

○ 機構は、個別株主通知の申出を受けたときは、申出株主の氏名又は名称及び住所、申出株主の株主等照会コード、申出受付日、受付番号、振替株式

の銘柄及び数、その数に係る増減履歴等の事項を会社に対して通知することとする。 

振替口座簿の情報提供請求の手続 

○ 加入者は、その直近上位機関に対し、振替口座簿の自己の口座に記録されている事項を証明した書面の交付又は当該事項に係る情報の提供（以下「振

替口座簿の情報提供」という。）を請求することができるものとする。 

○ 会社は、正当な理由があるときは、振替口座簿の情報提供を請求することができるものとする。 

外国人保有制限銘柄についての取扱い 

○ 機構は、日々、銘柄ごとに、その直接外国人が保有する振替株式の数の発行総数その他の機構が定める数に対する比率を公表することとする。 

第３ 振替新株予約権付社債 

元利金支払い 

○ 振替新株予約権付社債の元利金の支払いは、上位機関（機構を除く。）が元利金を代理受領し、振替口座簿に記録された振替新株予約権付社債の数

及び金額に基づき、その加入者に交付する方法により行う。 
新株予約権行使 

○ 機構及び口座管理機関は、その加入者から振替新株予約権付社債について、新株予約権行使の請求を受け付けたときは、これを会社（行使請求受付

場所）に取り次ぐものとする。 
 

第４ 振替新株予約権 

新株予約権行使 

○ 機構及び口座管理機関は、その加入者から振替新株予約権について、行使請求及び当該行使請求に係る払込みの委託を受け付けたときは、これを会

社に取り次ぐものとする。 
 

第５ 移行 

株式の移行に係る施行日前の手続 

○ 参加者は、機構に預託されていない保護預り株券を預託する場合、原則として、同意期限日から施行日の２週間前の日の前日までの期間（以下「特

例期間」という。）より前に、あらかじめ顧客に承諾を得て、機構に預託することとする。 

○ 金融機関等は、担保として占有している株券を機構に預託する場合、原則として、特例期間より前に、あらかじめ顧客の承諾を得て、機構又は参加

者に預託することとする。 

株式の移行に係る参加者口座簿・顧客口座簿の記録の振替口座簿への転記 

○ 機構及び参加者は、施行日において、参加者又は顧客のために開設した口座に、参加者口座簿又は顧客口座簿に記録されていた事項を記録する。 

 

以  上 
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Ⅳ 株式会社証券保管振替機構について 
 

株式会社証券保管振替機構の概要 
 

（平成 19 年 4 月末現在） 

 

１．設 立 年 月 日     平成１４年１月４日 

２．商 号     株式会社証券保管振替機構（英文名 Japan Securities Depository Center, Incorporated） 

３．住 所     東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号 

４．事 業 目 的     （１）有価証券の保管に関する業務 

  （２）有価証券（有価証券に表示されるべき権利を含む。）の振替に関する業務 

  （３）株券等の保管及び振替に関する法律において保管振替機関が行うこととされている業務 

  （４）上記に掲げる業務に附帯又は関連する業務 

５．資 本 金     ４,２５０百万円（払込額 ８,５００百万円）  

６．発 行 済 株 式     普通株式 ８,５００株 

７．代 表 取 締 役 社 長     竹内 克伸 

８．役   員    数       取締役 16 名（うち社外取締役 11 名）、監査役 3 名（全て社外監査役） 

９．株主の状況  株主数    １８9 名  

         大株主上位１０社 株式会社東京証券取引所             １，８５4 株 

                日本証券業協会                 １，０１2 株 

                野村ホールディングス株式会社            ４８５株 

                株式会社三菱東京 UFJ 銀行              ４２５株 

                株式会社みずほコーポレート銀行           ４２５株 

                三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社             ４２４株 

                日興シティグループ証券株式会社           ３２１株 

                日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社      ３２０株 

                資産管理サービス信託銀行株式会社          ２６７株 

                大和証券エスエムビーシー株式会社          ２３０株 

以 上 
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㈱証券保管振替機構　

諮　問 （社長の私的懇談会）

（コンプライアンスに係る業務等）コンプライアンス室

株主総会 取締役会

業 務 部

監査役会

監 査 役

取締役社長

総 務 課

経 理 課

（新規業務に係る企画等）

（投資信託振替制度に係る企画・運用等）

（経営全般に係る企画等）

（保管振替制度に係る企画・運用等）

（CP・SBに係る企画・運用等）

（海外関係業務・外国株業務等）

総 務 部

システム第二部

投資信託振替業務部

国際部

社債等振替業務部

経営企画部

企 画 部

（東京、大阪、名古屋、福岡、札幌）

取締役会の諮問

（システム全般に係る企画・運用等）

（新商品のシステム開発等）

各地事務所

システム第一部

　（子会社）

　（株）ほふりクリアリング

業務委員会

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ・ｺﾐｯﾃｨｰ

ＤＶＰ業務委員会

システム検討会

既存業務 ＣＰ 決済照合 決済照合 一般債 投信 株券電子化 外国株券等

小委員会 小委員会 （国内） （非居住者） 小委員会 小委員会 小委員会 小委員会

小委員会 小委員会

小　　　委　　　員　　　会
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企業理念及び経営基本方針について 

 

 

 

『企業理念』 

平成 18 年 6月 6日 

私達は、我が国唯一の保管振替機関（「株券等の保管及び振替に関する法律」に基づく保管振替機関、「社債等の振替に関する法律」

に基づく振替機関、「証券取引法」に基づく証券取引清算機関）として、その公共的な役割を認識し、資本市場を巡る国内及び国際的

な環境・構造変化を踏まえつつ、投資者をはじめ利用者の視点に立ち、高い信頼性、利便性及び効率性を備えた証券決済インフラを

構築することにより、証券決済制度改革をその担い手として推進し、証券市場の機能向上に寄与し、社会の発展に貢献する。 

 

 

 

 

『経営基本方針』 

平成 14 年 2 月 19 日決定 

平成 18 年 6月 6日改訂 

１．株主たる参加者による直接的なガバナンスを通じて、投資者を含む利用者のニーズを踏まえた事業運営を行う。 

２．世界の証券決済制度のベスト・プラクティスを常に念頭に置き、国際的に通用する機能を有することができるよう、既存業務の

改善と新規事業の展開に迅速かつ柔軟に取り組む。 

３．証券市場の重要な基盤の担い手として、リスク管理を重視する企業風土の醸成を目指し、ディスクロージャーを積極的に行い透

明性の確保に努める。 

４．証券決済インフラとしての一層の業務集中を踏まえ、より証券決済リスクが低くかつ低廉なコストでの良質なサービスの提供を

目指す。 
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中期事業計画（H19～21 年度） 

 

証券決済制度改革の実現に向けて、新たな振替制度の構築に積極的に取り組むとともに、高い信頼性、利便性及び効率性を備えた 

証券決済インフラを提供し、保管振替機能の一層の強化を図る。 

項 目 内 容 

１．株券等の電子化の実施 ・  株券等の電子化に係る制度要綱を踏まえた詳細な業務処理及び移行実務の検討を進め

るとともに、システム開発等の所要の対応を行い、株券等に係る振替制度を構築する。 

電 子 化 

の 推 進 

２．社債等振替制度及び投資

信託振替制度の運営と利

便性向上 

・  社債等（短期社債・一般債）振替制度及び投資信託振替制度を安定的に運営するととも

に、社債等振替制度については継続的な周知啓発活動を実施し、流通性の向上に向け一層

の利用促進を図る。 

・  一般債振替制度への個別移行等の対応及び利用者の利便性向上に向けたシステムの機

能改善等の対応を行う。 

ＳＴＰ化 

の推進 

３．決済照合システムの機能

拡充 

・  貸株照合機能の提供や株券等の電子化の実施に伴う新規記録照合機能の提供等、決済照

合システムの更なる機能拡充を図る。 

株 券 の 

預託推進 

４．広報活動の推進 ・  株券等の電子化に向け、円滑な移行を行うために預託推進を図るとともに、広報活動を

展開し、電子化の周知啓発を図る。 

５．システムインフラの強化 ・  システムの中長期計画（株券電子化、システム・リプレース、センタ移転対応等）の策

定を踏まえ、安定的な決済業務の運営を確保するために、高い信頼性、利便性及び効率性

を備えたシステムインフラの構築を推進する。 

６．内部統制の強化 ・ 業務の有効性及び効率性の向上、財務報告の信頼性の確保、事業活動に関わる法令の遵

守並びに資産の保全の観点から、内部統制システムの強化・充実を図る。 

保管振替機

能の強化等 

７.海外ＣＳＤとの関係強化

と対外関係の整備 

・  世界ＣＳＤ会議のアジア地域での開催や海外セミナー開催等を通じて、海外ＣＳＤとの

ネットワーク作りを推進し一層の関係強化を図り、対外的な関係整備を図る。 
 

 
 

 



（1）収支の推移
（単位：百万円）

基本財産運用収入 18 20 20 13 7 5
口座開設収入 14 23 26 41 39 38
手数料収入 9,195 10,292 8,860 9,060 10,817 11,587 手数料収入 13,520 17,124 18,718 21,361 22,117
 （預託手数料） (294) (391) (331) (310) (446) (504) （預託手数料） (489) (265) (165) (36) (37)
 （振替手数料） (2,685) (3,755) (3,547) (5,111) (6,103) (8,990) （振替手数料） (11,665) (11,115) (12,424) (16,629) (12,945)
 （交付手数料） (187) (225) (163) (139) (143) (151) （交付手数料） (174) (247) (251) (293) (218)
 （保管手数料） (5,314) (6,073) (5,535) (5,872) (5,681) (5,184) （保管手数料） (5,474) (5,040) (5,468) (5,169) (5,565)
 （転換社債券手数料） ― ― ― ― ― (676) （利金等手数料） (872) (945) (580) (249) (123)
 （照合手数料） ― ― ― ― ― (280) （照合手数料） (924) (1,325) (1,405) (2,007) (1,951)
 （名義書換手数料等） (715) (1,132) (1,194) (1,068) (1,679) (1,611) （名義書換手数料等） (1,429) (1,962) (2,876) (3,192) (4,291)
   (手数料割戻し) -        (△1,284) (△1,910) (△3,440) (△3,235) (△5,810)  (手数料割戻し) (△7,507) (△3,775) (△4,451) (△6,214) (△3,013)
雑収入 14 29 48 106 36 15
収入合計 9,241 10,364 8,954 9,220 10,899 11,645 営業収益合計 13,520 17,124 18,718 21,361 22,117
管理費 498 693 756 866 1,157 1,349 人件費 1,212 1,485 1,527 1,802 2,254
事業費 5,055 5,750 6,325 6,998 7,908 8,023
 （ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ関係費） (1,674) (1,844) (2,222) (2,731) (3,082) (3,145) システム維持関連費 3,052 4,314 4,871 4,734 5,087
 （業務委託費） (2,572) (2,654) (2,746) (2,785) (2,678) (2,723) 業務委託費 2,671 2,543 2,679 2,530 2,614
 （その他） (809) (1,252) (1,357) (1,482) (2,148) (2,154) そ　の　他 2,717 3,321 3,916 3,950 3,923
償却費 1,303 1,336 1,541 1,094 1,118 2,038 減価償却費 2,701 2,837 3,922 3,732 3,870
その他経費 6 1 1 1 793 6
支出合計 6,862 7,780 8,623 8,959 10,976 11,416 営業費用合計 12,353 14,500 16,915 16,748 17,748
当期純利益(税引前） 2,379 2,584 331 261 △77 229 営業利益 1,167 2,623 1,803 4,612 4,368
当期純利益(税引後） ― ― ― ― ― 0 経常利益 1,251 2,594 1,738 4,578 4,352

税引前当期純利益 1,250 2,589 1,541 4,536 4,124
当期利益 722 1,664 1,010 3,003 2,493

（２）正味財産・純資産の部の推移
（単位：百万円）

正味財産合計 857 3,441 3,773 4,034 3,957 3,957(注） 純資産合計 9,211 10,650 11,435 14,209 16,388
(基本金) (3,019) (3,019) (3,019) (3,019) (3,019) (3,019) (資本金・資本準備金) (8,500) (8,500) (8,500) (8,500) (8,500)

 （繰越利益・損失） (△2,162) (422) (754) (1,015) (938) (938) (繰越利益剰余金) (711) (1,664) (1,449) (3,223) (2,628)
(注)財団の残余財産(正味財産3,957百万円)は、社振法に基づく加入者保護信託に寄附。 (剰余金の配当等) (225) (226) (229) (314)

(別途積立金) (485) (1,000) (1,000) (2,908)

平成18年度
(株式会社)

平成18年度
(株式会社)

平成17年度
(株式会社)

平成17年度
(株式会社)

平成13年度平成12年度平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度

平成８年度末 平成９年度末 平成１０年度末 平成１１年度末

平成16年度
(株式会社)

平成16年度
(株式会社)

 財務の状況（財団法人・株式会社）

平成15年度
(株式会社)

平成14年度
(財団+株式会社)

平成15年度
 (株式会社)

平成１２年度末 平成１３年度末

平成14年度
(財団+株式会社)
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証券保管振替機構の歩み（沿革） 
 

1984 年 （昭 59） 11 月 14 日   「株券等の保管及び振替に関する法律」（以下「保振法」という。）施行 

  12 月 6 日   財団法人 証券保管振替機構（以下「財団」という。）設立 

1985 年 （昭 60） 5 月 27 日   保振法に基づき、保管振替機関としての主務大臣（大蔵大臣・法務大臣）による指定 

1991 年 （平 3） 10 月 9 日   保管振替事業開始（業務の一部開始）、翌年 10 月 9 日全面稼動 

2001 年 （平 13） 6 月 27 日   保振法一部改正（保管振替機関の株式会社化が制定） 

  9 月 10 日   決済照合システム稼動 

  11 月 26 日   新株予約権付社債券（ＣＢ）の業務取扱い開始 

2002 年 （平 14） 1 月 4 日   株式会社 証券保管振替機構（当社）設立 

  4 月 1 日   「短期社債等の振替に関する法律」（以下「短期社債法」という。）施行 

  6 月 11 日   財団から当社への保管振替事業の全部の譲渡について主務大臣（内閣総理大臣・法務大臣）から認可 

  6 月 17 日   財団から保管振替事業の全部を譲り受け、営業開始（財団は解散） 

2003 年 （平 15） 1 月 6 日   「社債等の振替に関する法律」（短期社債法の改正。以下「社振法」という。）施行 

  1 月 10 日   社振法に基づき、振替機関としての主務大臣（内閣総理大臣・法務大臣）による指定 

  3 月 27 日   株券喪失登録情報等照会システム（ＳＩＴＲＡＳ）稼動 

  3 月 31 日   短期社債振替制度開始 

  6 月 6 日   当社の全額出資子会社 株式会社ほふりクリアリング（証券取引清算機関）設立 

2004 年 （平 16） 4 月 6 日   株式会社ほふりクリアリングが内閣総理大臣より有価証券債務引受業の免許を取得 

  5 月 6 日   一般振替ＤＶＰシステム稼動（同年 5 月 17 日 一般振替ＤＶＰ決済の取扱い開始） 

  6 月 9 日   「株券等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」が公布 

2006 年 （平 18） １月 １０日   一般債振替制度開始 

  4 月 29 日   外国株券等保管振替決済業務の実施 

2007 年 （平 19） １月 ４日   投資信託振替制度開始 
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